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第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19 年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、平成 20

年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について、教育

委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するととも

に、公表することが義務付けられました。また、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関

し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとするとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1項の規定により教育長に委任され

た事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4 項の規定により事務局職員等に委任された事

務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報

告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 令和 4年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針 

について 

 

新宿区教育委員会では、令和 4年第 6回教育委員会定例会において議決した「令和 4年度 教

育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基づき、点検及び評価を

実施します。 

 

１ 実施目的 

(1) 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の改善の

方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

(2) 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表すること

により、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

 新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、令和 3 年度の個別事業の進捗状況を総括するとともに、課題や今後の

方向性を示すものとする。 

(2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 10 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定し、翌年

度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ提出するととも

に公表する。 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

 ○ 日時     令和 4年 7月 26 日 10：00～12：00 

 ○ 会場     本庁舎 6階 第 4委員会室 

 ○ 学識経験者  浅田 学   氏  東京栄養食糧専門学校教育部非常勤講師 

     藤井 千惠子 氏  元国士舘大学体育学部こどもスポーツ教育学科教授 

     仲田 康一  氏  法政大学キャリアデザイン学部キャリアデザイン学科准教授  

 ○ 内容     令和 3年度個別事業実績説明及び意見聴取 

 

 

第４ 令和 3年度新宿区教育委員会の活動について 

 

新宿区教育委員会の会議は、原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ臨時会

を開催しています。令和 3 年度は、定例会 12 回、臨時会 7 回を開催し、議案 35 件、協議 1 件、

報告 37 件について審議等を行いました。 

 

＜主な審議等＞ 

 令和 4年度から使用する区立中学校教科用図書（「社会科 歴史的分野」）について、7月の臨

時会において、公平・公正に討議・検討を行いました。採択の候補となる教科用図書について、

最終的に 5 人の委員及び教育長がそれぞれの意見を述べ、全員の一致により、8 月の定例会で、

新宿区の生徒にとって適切な教科用図書を採択しました。 

 

＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 

教育委員は、定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等について説明を受けるとともに、授業

の様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、教育委員会が指定した

学校が 1～2 年間かけて研究した成果を発表する研究発表会に出席したほか、新宿区立中学校生

徒会役員交流会では生徒会役員の生の声を聞き、保護者代表者懇談会では PTA 役員の方々と意見

交換を行いました。今後も、学校訪問等の機会を通じて、教員や保護者等との意見交換の場を持
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つとともに、学校現場の実態や、子どもたちを育む多様な資源の状況を踏まえ、教育の諸課題に

的確かつ迅速に対応していきます。 

また、新宿区総合教育会議では、「教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じ

た教育、学術及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策について」を議題として区長と意

見交換を行い、教育の課題の共有を図りました。 

 

学校訪問実施校数         20 校 

教育課題研究校数         3 校 

新宿区総合教育会議        令和 3年 11 月 9 日 

新宿区立中学校生徒会役員交流会  令和 3年 12 月 24 日 

保護者代表者懇談会        令和 4年 2月 16 日 

 

＜主な取組＞ 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、内容の変更や中止を余儀なくされた学校行事等も

ありましたが、各学校（園）では、さまざまな工夫を講じながら、教育活動と感染症対策の両

立を図りました。教育委員会としても、中学校生徒会役員交流会のオンライン開催や、英語キ

ャンプの日帰り型プログラムでの実施等、感染症対策を踏まえた教育活動の充実に取り組みま

した。また、新宿区版 GIGA スクール構想に基づく児童・生徒 1人 1台タブレット端末を活用し、

オンラインによる学習指導を実施することで、児童・生徒の学習機会を確保する環境づくりに

取り組みました。 

○ 不登校児童・生徒への支援について、「学校に登校する」という結果のみを目標にするので

はなく、多様な教育機会の確保の視点から対策を行うための検討を進めました。多様な教育機

会検討委員会では、民間団体であるフリースクール等との情報交換を行うなど、連携に向けた

取組を進めました。また、不登校児童・生徒への学習支援としてタブレット端末を活用し、オ

ンラインを用いた支援を進めていくことについて、生活指導主任会等で各学校に周知しました。 

○ 令和 3年 9月 1日から 5日までの間、小学校 4年生から 6年生及び中学校全学年の児童・生

徒が、東京 2020 大会パラリンピック学校連携観戦に参加しました。参加した児童・生徒は、躍

動する選手の姿から、諦めずに努力することの大切さを改めて学びました。また、大会を支え

る人々の姿から、ボランティア精神をもち、目標に向かって支え合うことの大切さに気付きま

した。不参加となった児童・生徒に対しても、各校においてその心情に配慮した上で関連した

教育活動を行い、障害や障害者スポーツに対する学びを深めることができました。 

○ 令和 3年 10 月、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和 3年法律第 81

号）」の趣旨に則り、医療的ケア児の健やかな成長を育むことを目的として「学校における医療

的ケアの実施にあたっての基本的考え方」を取りまとめました。これを基に、医療的ケア児が

医療的ケア児でない児童・生徒と共に教育を受けられるよう最大限に配慮するとともに、医療

的ケア児が安全にかつ安心して学校生活を送ることができるようにするための体制整備を進め

ました。  
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第５ 新宿区教育ビジョン(第二期 計画期間：平成 30～令和 9 年度、個別事業計画期間： 

令和 3～令和 5年度)の概要 ～3 つの柱と 10 の施策～ 

 

 

 

 

 変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・体の

バランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習の状況、

心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ばす、より質の高

い学校教育を実現します。 

 

 施策１ 確かな学力の向上  

○ 子ども一人ひとりの課題に丁寧に対応するとともに、長所や強みを活かすという視点に立ち、す

べての子どもの能力を最大限に伸ばす教育を実現していきます。 

義務教育で身に付けるべき基礎学力を保証するために、特に基礎的・基本的な学力が十分でない

子どもへの支援を充実します。また、伸びる子どものより発展的な学習を積極的に支援します。 

さまざまな調査結果を分析し、教育課程や指導方法等を組織的に見直すとともに、「分かる授業」

への工夫・改善を図ることにより、一人ひとりの学力の定着と向上につなげます。 

○ 調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深め、思

考・判断等の知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高めます。教育

活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ども一人ひとりの実

践的な資質・能力を育成します。 

児童・生徒の学習意欲を高め、主体的に学ぶ機会を充実するために、授業をよりよく改善し、「主

体的・対話的で深い学び」の実現を図ります。 

○ １人１台のタブレット端末を整備するＧＩＧＡスクール構想の実現により、児童・生徒一人ひと

りの状況に応じた個別最適化された学びや他者と協働しながら自ら考え抜く自立した学びを推進

し、ＩＣＴを効果的に活用した授業改善などにより、一層の学校教育の充実を図ります。 

○ グローバルな視野を持ち、時代の変化を見きわめながら自らの将来を切り拓く力を芽生えさせ、

伸ばすために、さまざまな手法による英語教育、理科教育及びプログラミング教育等の推進により、

変化の激しい時代を生きる力を育みます。また、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向け

て、総合的な学習の時間を中心に、各教科における学習等、あらゆる教育・学習機会をとらえて、

「持続可能な社会の創り手」の育成を目指します。 

 

 施策２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○ 豊かな人間性や社会性を育み、子ども一人ひとりが、かけがえのない自己を肯定的に捉えるとと

もに、命や平和の大切さを理解し、他者に対する思いやりや感謝の気持ちを言葉にして素直に伝え

ようとする心を養います。 

   子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 
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○ 体験的な活動や学校の教育活動全体を通したキャリア教育の充実を図り、児童・生徒自らが将来

や進路等について主体的に捉えて、社会的に自立することを目指すことができるよう、資質や能力

を育成します。また、優れた伝統と文化を理解し継承するとともに、郷土新宿に愛着を持ち、地域

の発展に寄与したいと思う気持ちを育みます。 

○ スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取組を進めるとともに、学校・家庭・地域が

連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣等、健康的な生

活習慣の形成を促します。 

○ 東京 2020 大会の開催を契機として、すべての学校及び幼稚園でさまざまな学習活動や体験の機

会を提供します。また、これらの教育活動については、東京 2020 大会後も、子ども一人ひとりの

心と体に人生の糧となるようなかけがえのないレガシー（有益な遺産）として残していけるように

していきます。 

 

 施策３ 就学前から中学校までのつながりのある教育の推進  

○ 幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、豊かな情操や基本的な生

活習慣、道徳性・規範意識や思考力の芽生え、協同性や自立心を育むことが、子どものその後の成

長や学び、社会とのかかわりに大きく影響を与えます。このため、幼児期の教育に必要な環境を整

え、遊びや生活を通して子どもたちの健やかな成長を育んでいきます。 

○ 公私立の幼稚園・保育園・子ども園の連携を推進し、教育・福祉・子ども・保健等の各部門の情

報共有を重視するとともに、幼児教育・保育の無償化により、保護者の選択の幅が広がっているこ

とをふまえながら、幼児教育・保育や子育て支援事業の利用の機会を提供していきます。 

○ 区立の幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれの良さと特性を学び

合い、互いの保育内容の一層の充実を図るとともに、交流や研修等について、就学前の子どもの育

ちをともに担う私立の幼稚園等にも働きかけていきます。また、区内の子育て支援を担う施設と十

分に連携しながら、公私立の幼稚園における子育て支援機能を充実します。 

○ 幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、指導及び支援の継続性を重視して接続期

のカリキュラムを作成・実行したり、小学校と幼稚園・保育園・子ども園との連携を十分に図り、

意見交換や合同研究を通して相互の教育と連続性についての共通理解を深めます。 

○ 生徒がスムーズに中学校生活をスタートできるよう、小学校段階の教育内容を再度取り上げて繰

り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が相互に授業を参観して意見交換を行ったり、

共同して授業を行うなど、相互交流の一層の促進を図ります。また、各教科の連携プログラムを活

用し、効果的・効率的な学習内容の接続を図り、確かな学力の向上につなげます。 

  



6 

 

 

 

 

 子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地域に

根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の多様な要請

にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実現します。 

 

 施策４ 地域との連携・協働による教育の推進  

○ 各校の地域協働学校運営協議会の取組を支援し、活動内容のさらなる充実を図ります。また、小・

中学校間や近隣の学校間の連携を展開することで、地域ぐるみで子どもの一貫した成長を支え、今

後の地域社会を担う人材の育成へとつなげます。さらに、地域との連絡会を開催することで、多様

な人材の参画を促し、地域協働学校を支える人材の確保や周知活動等に取り組んでいきます。 

○ 地域の教育力を学校につなぎ、教育活動の充実を図るスクール・コーディネーターと、学校運営

に地域住民や保護者が参画し、学校と地域が一体となって子どもたちの成長を支援する地域協働学

校運営協議会との連携により、地域の教育力の一層の活用を図ります。 

○ 新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、地域協働学校の取組等を活用したキャリア

教育を推進するとともに、区民、地域団体、企業や大学等との連携・協働により、芸術等を学ぶ機

会として、地域の文化や歴史、芸術等の資源を積極的に活用します。 

 

 施策５ 家庭の教育力の向上支援  

○ 保護者が家庭教育の重要性を認識するとともに、孤立することなく子育ての悩みを共有し、安心

して家庭教育を行えるよう、学びの機会を提供します。 

また、共働き世帯や困難を抱える家庭等、さまざまな家庭のあり方に応じた多様な形態による家

庭の教育力の向上を支援していきます。 

〇 子育ての悩みについて保護者同士が話し合ったり、保護者と教員が共有したりしながら、互いに

支え合って家庭の教育力を高めることができるよう、ＰＴＡの主体的な活動への支援を充実します。 

また、保護者が学校行事等へ参加しやすくなるよう、企業等へ協力を呼び掛けていきます。 

 

 施策６ 生涯の学びを支える図書館の充実  

○ 新宿区立図書館基本方針に基づき、「区民にやさしい知の拠点」として、電子書籍等を含む情報

資源の活用に向けた検討を行うとともに、区民がより利用しやすいしくみを検討し、魅力ある図書

館を実現していきます。 

旧戸山中学校の跡地に「区民にやさしい知の拠点」にふさわしい新中央図書館等の建設を目指し

ます。 

○ 新宿区のすべての子どもが、あらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動ができるよ

う、新宿区子ども読書活動推進計画に基づき、家庭・地域・学校・行政が連携を図り、子どもの読

書活動の推進に取り組みます。 

新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

柱２ 
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 施策７ 子どもの安全の推進  

○ さまざまな事件・事故や自然災害等の危険から自らの生命を守るために必要な知識や技能を身に

付けさせるとともに、安全・安心な社会づくりの意義を理解し、そうした社会づくりに貢献しよう

とする態度の育成を図ります。 

また、インターネット・ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等の利用に潜む危

険を回避し、情報を正しく安全に利用できるよう、児童・生徒の情報モラルを育成するため、学校、

家庭等と連携した情報モラル教育を実施します。 

○ 学校安全計画及び学校危機管理マニュアルを必要に応じて検証・改善するとともに、学校施設や

通学路の安全性を確保するため、必要な設備の整備・運用を図ります。 

  また、新型コロナウイルス感染症については、子どもたちが健康で安全な学校生活が送れるよう、

感染拡大防止に努めます。 

児童・生徒等の安全に関する課題について学校、家庭、地域が共有するとともに、ＰＴＡの主体

的な活動や地域協働学校のしくみを活かすなどして、家庭や地域、関係機関等と連携・協働した安

全・安心の取組を推進していきます。 
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 子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力を

備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校を実現し

ます。 

 

 施策８ 一人ひとりの子どもが豊かに学べる教育環境の整備  

○ いじめや不登校にかかわる、各校や教育センターにおける取組のより一層の充実を図ります。 

  不登校児童・生徒に対しては、「学校に登校する」という結果のみを目標とせず、フリースクー

ル等との連携を図りながら、個々の児童・生徒の状況に応じた支援を推進し、多様で適切な教育機

会の確保に努めます。 

  また、研修等により教職員の対応力を高めるほか、家庭に課題がある場合については、地域の関

係諸機関や民生委員・児童委員等とのネットワークを活用し、家庭に寄り添った支援を行っていき

ます。 

○ 障害のある児童・生徒の増加に伴い、「個の状況に応じた適切な指導」をさらに推進していく必

要があります。子どもの将来を見据え生きる力を育むために、学校が保護者と積極的に情報を共有

する機会を持ち、他機関との連携を図っていきます。児童・生徒の苦手なことや困難なことなどの

特性を把握し、子どもの能力を最も伸ばす支援や指導を行うとともに、一人ひとりの確かな学びを

保証する体制を整備していきます。 

○ 来日した日本語を母語としない外国籍等の幼児・児童・生徒が日本の学校に慣れ、円滑に生活す

ることができるよう、日本語の初期指導を行うとともに、必要な教科学習の支援を行います。 

  また、日本に在留する外国人の増加に伴い、学齢期の外国籍の子どもの数も増えていることから、

就学状況の把握に努めるとともに、不就学となっている外国籍の子どもに対する就学を促進してい

きます。 

○ 共生社会を担う子どもたちの視野を広げ、社会性を養い、豊かな人間性を育むため、障害のある子

どもたちや外国にルーツを持つ子どもたちから学び合うことのできる交流・学習を進めていきます。 

○ 子どもたちが経済状況等の家庭環境にかかわらず確かな学力や社会性を身に付けることができ

るよう、放課後等学習支援及び全小学校において学校図書館の放課後等開放を行います。また、学

業や進路等、教育上の悩みに対して、専門家による相談体制を整えます。さらに、幼児教育・保育

の無償化の趣旨に基づき、幼稚園保護者に対する負担軽減を図るほか、就学援助等により、家庭へ

の経済的な負担を軽減し、子どもの学びと育ちの機会を支えていきます。 

 

 施策９ 学校の教育力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営や中・長期的な視点に

立った創意工夫ある教育活動の展開を具現化するため、校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募

制等の人事権の拡充に向けた取組を進めます。 

時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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さらに、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた学校経営能力の

向上を図る研修を充実します。 

○ 教員の長時間勤務の実態をふまえ、勤務環境の改善に取り組み、学校現場の実情に応じた具体的

な取組を実践するとともに、教員の働き方の意識改革を図ります。これらの取組により長時間勤務

を解消し、教員が健康でやりがいを持ちながら質の高い教育活動を継続することで、子どもたちが

生涯を切り拓いていく力を一層伸ばしていきます。 

○ 学習指導要領及び幼稚園教育要領に基づく教育課程及び授業・保育方法の改善や、新たな教育課

題への対応、チームとしての学校の実現に向け、教職員それぞれの経験と職層に応じた研修や学校

支援アドバイザーによる訪問指導等を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上を図ります。特に

ＧＩＧＡスクール構想におけるタブレット端末の1人1台環境を活用した個別最適化学習や協働学

習の指導の充実に重点的に取り組んでいきます。 

また、校・園内研究や研究発表等を通して、教員の自主的な研修意欲の高揚を評価・奨励し、教

員が自ら学ぶ意欲を持つ風土の醸成を図ります。さらには、学校の情報化を進め、「分かる授業」

を実践するとともに、教員同士が情報を共有し、相互に教材を開発・活用できる環境づくりを進め

ます。 

 

 施策 10 学校環境の整備・充実  

○ ＧＩＧＡスクール構想による、タブレット端末の 1人 1台環境の整備により、学習活動を一層充

実させるとともに、子どもたちの「主体的・対話的で深い学び」につなげていきます。また、全小

学校の学校図書館を放課後等に開放するなど、子どもたちの学びの環境のさらなる整備・充実を図

ります。 

○ 学校施設の長寿命化を基本として策定した学校施設個別施設計画に基づき、児童・生徒にとって

良好な教育環境を整備していきます。 

○ 近年、未就学児数の増加傾向が続いていることから、特に小学校における普通教室の整備・確保 

 を進めるとともに、学校選択制度の見直し後の教育環境の変化を注視しながら、児童・生徒の学習 

 や生活の場にふさわしい学校づくりを進めます。中期的には、再開発等の動向を把握しつつ、平成 

 24 年度に策定した「新宿区立小・中学校の通学区域、学校選択制度、適正規模及び適正配置の基本 

 方針」で適正規模とした、小学校は 12 学級から 18学級、中学校は 12学級以上（当面は 9学級） 

 を目指し、これに向けた検討等を行います。 
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる個別事業の点検及び評価 

 

 

（１）点検・評価シート（令和 3年度分） 

 

 

点検・評価シートの見方 

事業目的・事業概要 

※教育ビジョン冊子から抜粋 
各事業の目的や主な内容を記載しています。 

第
二
次
実
行
計
画
事
業
の
み 

※
教
育
ビ
ジ
ョ
ン
冊
子
か
ら
抜
粋 

令和 2 年度末の状況 

（予定） 
各事業の令和 2年度末における状況を記載しています。 

令和 3年度の計画 

（令和 3年度当初時点） 

各事業の令和 3 年度当初時点における令和 3 年度の計画を

記載しています。 

令和 5年度末の目標 

（令和 3年度当初時点） 

各事業の令和 3 年度当初時点における令和 5 年度末の目標

を記載しています。 

令
和
３
年
度 

進
捗
状
況 

(A) 
取組状況、実績 

（数値） 

各事業の令和 3 年度の取組の状況や、実績値等を記載して

います。 

(B) 評価、課題 
(A)欄に対する評価や目標達成に向けた課題等を記載して

います。 

1 年間の達成度 

Ａ:当初の想定または予定していた成果以上の成果をあげた 

Ｂ:当初の想定または予定していた成果をあげた 

Ｃ:当初の想定または予定していた成果をあげられなかった 

改善内容、今後の取組方針 
評価結果や課題等を踏まえ、改善内容や今後の取組方針を

記載しています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜主な評価対象事業について＞ 

（１）子ども一人ひとりの学びの保証（教育ビジョン 取組の方向性 1） 

  1 学力調査を活用した個々の学力の向上 

  2 学校サポート体制の充実 

  3 放課後等学習支援 

  4 ＩＣＴを活用した教育の充実 

  5 主体的・対話的で深い学びの実現 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

1 学力調査を活用した個々の学力の向上 

 個々の子どもの学力に着目することはとて

もよい。さらにデジタルドリルの内容と連動

させる取組に期待している。 

学力定着度調査については、各校が結果の

分析を丁寧に行い、「学力向上のための重点

プラン」を作成することで、日々の授業改善

につなげています。 

令和 4年度からは、学力定着度調査の結果

とデジタルドリルを連動させることにより、

児童・生徒個々の調査結果に対応した事後課

題にタブレット端末で取り組むことが可能

になりました。 

 今後は、学力定着度調査後の説明会等で、

デジタルドリルを活用した効果的な事後指

導の進め方を各校と共有するなどして、学校

の取組を支援していきます。 

2 学校サポート体制の充実 

 指導する担任及び学習指導支援員が個々の

子どもの学力調査結果を共有することが重

要である。学習指導支援員に対する情報共有

や研修の充実を図っていただきたい。 

 現在、指導に当たる担任等が、タブレット

端末を用いて、個々の児童・生徒の学力定着

度調査の結果を共有できる環境は整ってい

ますので、今後は、担任や教科担当だけでな

く、学習指導支援員も学力定着度調査の結果

を共有し、個に応じた指導に活かしていくこ

とができるよう、学力定着度調査後の説明会

等を通じて周知するとともに、学習指導支援

員を対象とした研修内容の充実も図ってい

きます。 

3 放課後等学習支援 

 放課後等学習支援で子どもの自学自習への

支援を行うとある。子ども自身が自分の課題

を理解できるような働きかけをしっかりと

 放課後等学習支援を通じて学習習慣の定

着が見られた児童・生徒には、自ら進んで学

習ができるよう、声掛けや応用問題等の補助

教材を活用して指導するなど、自学自習のた
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行うことが大切である。 めの支援も行っているところです。今後も引

き続き、児童・生徒自身が自分の学習上の課

題を把握し、次のステップに進めるよう支援

していきます。 

4 ＩＣＴを活用した教育の充実 

 新宿区におけるＩＣＴを活用した教育環

境の整備はとてもよく進んできたと思う。一

方で、以前、ある区立小学校におけるＩＣＴ

に関する保護者へのアンケート結果を見る

機会があった。それによると、「タブレット端

末を使って調べる、まとめる、伝え合う授業

を良く行っていると思う」という質問に、当

てはまる、まあまあ当てはまると回答したの

は 6割程度にとどまり、児童たちの肯定的な

評価より低かった。学校公開がないこともあ

り、ＩＣＴを活用した教育について、うまく

保護者の理解を得られていないのではない

かと思う。 

 ご指摘のとおり、保護者のさらなる理解を

得るには、実際に授業で使用している場面を

見ていただくことが望ましいところですが、

授業公開の実施回数やその内容は、コロナ禍

以前とは異なる状況です。 

 学校教育におけるタブレット端末の活用

について、保護者や地域の方々に説明するこ

との重要性については、校園長会等を通じて

各校に周知していますが、今後一層の周知を

図るため、学校公開や学校だより、学校ホー

ムページ等を活用すること等について、教育

委員会から各校に助言していきます。 

 タブレット端末に慣れることも大切だが、

この授業はもっと素直に子どもと楽しんだ

方がいいのではないかと思う場面がある。タ

ブレット端末を使用することありきではな

く、内容や場面に応じて使うか使わないかを

判断し、うまく使い分けることで授業を展開

していってほしい。 

 また、タブレット端末の使用に関して上手

くいかなかった例を収集し、整理し、どんど

ん改善していく体制ができれば、より効果的

に授業を行えるようになるのではないかと

思う。 

 令和 3年度は、教員や児童・生徒に対して

タブレット端末を使い込むことを求めてい

ましたが、学校現場では、この場面では無理

にタブレット端末を使わなくてもよかった

等の振り返りも見られました。令和 4年度は、

指定校において、どういった場面でタブレッ

ト端末を使うのが効果的なのかの研究も始

まっています。 

 なお、区内の好事例については教員ポータ

ルサイト「しんじゅくギガポ」に掲載し、共

有していますが、ご指摘の上手くいかなかっ

た例については掲載していないことから、今

後、どのような共有の方法があるか検討して

いきます。 

 休校時、タブレット端末はセーフティーネ

ットのようなもので、学びをゼロにしないと

いう目的もあるため、引き続き取り組んでほ

しい。しかし、デジタルドリルに没入して、

学びが個別化してしまうことが危惧される。

一人ひとりの子どもがデジタルドリルに没 

 休校時にはタブレット端末を活用して学

びを継続するとともに、学校と児童・生徒と

のつながりを維持していきます。 

 また、今後は授業等において、タブレット

端末を活用するのか、紙のノート等を活用す

るのかを含めて、場面に応じた指導ができる 
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入してしまうと、昔の単なる詰め込み学習の 

ような形になってしまいかねない。タブレッ 

ト端末は一人一台あるが、場面によっては使 

わなかったり、その時だけは 1台を 3人で見 

るというような形態があってもよいと思う。 

ような授業形態が求められてきますので、引 

き続き、各校の好事例を収集・発信していき 

ます。 

 

 

（２）東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした教育の推進（取組の方向性 5） 

  16  国際理解教育及び英語教育の推進 

  17  伝統文化・芸術等を学ぶ機会の充実 

  13  障害者理解教育の推進 

  23  スポーツへの関心と体力の向上 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

16 国際理解教育及び英語教育の推進 

 日帰りでも英語キャンプを実施したことは

子どもたちにとって有意義な活動となった。

さらに拡充することに期待している。 

 令和 3年度は新型コロナウイルス感染症の

影響により、宿泊型から通所型に変更し、日

帰りでの英語キャンプを実施しました。会場

である教育センターを異国情緒溢れる景観

に装飾したり、海外のレストラン等でのやり

取りをリアルに体験するため、ＶＲ（バーチ

ャル・リアリティ）を活用したりするなど、

様々な工夫を凝らし、より実践的な英語力の

定着に向けて取り組むことができました。 

 令和 4年度は感染対策を徹底の上、宿泊型

の英語キャンプを実施する予定です。定員を

小・中学生の部ともに 100 名に拡充するとと

もに、中学生の対象を 1年生から 3年生の全

学年として実施するなど、より魅力あるプロ

グラムとなるよう進めています。 

17 伝統文化・芸術等を学ぶ機会の充実 

 新宿区の特色を活かした伝統や芸術を学

んでおり、今後も継続していただきたい。計

画にある区内美術館を活用した美術鑑賞教

室では、学芸員による絵画等の解説等を行う

機会を是非実施していただきたい。作者の意

図や思い等の生き方を学ぶよい機会となる

と思われる。 

 今後も伝統文化理解教育、美術鑑賞教室等

を継続して実施し、児童・生徒が文化・芸術

について体験的、また対話的に学ぶ機会を大

切にしていきます。 

 美術鑑賞教室については、児童・生徒が主

体的に鑑賞できるようボランティア解説員

による対話型鑑賞を引き続き実施していき

ます。 
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13 障害者理解教育の推進 

 多くの子どもたちが実際にパラリンピッ

クを観戦できたことは、とても貴重な経験に

なったと思う。また、オリンピック・パラリ

ンピックに関連付けて、学校では、五輪選手

を呼ぶだけでなく、競技に関して子どもたち

が事前に調べたり、実際に競技を体験したり

してきた。オリンピック・パラリンピックを

通して、色々な学習ができたことは、子ども

たちにとってとても良い経験となっている。 

 今後の課題としては、アスリートの方以外

にも、障害があっても他の様々な場面で活躍

されている方は大勢いらっしゃるので、キャ

リア教育の観点から、そういった方々にも目

を向け、社会福祉協議会等と連携しながら取

り組んでいくことだと思う。 

 小・中学校ではこれまで様々な教育活動を

通してオリンピック・パラリンピック教育を

進めてきました。東京 2020 パラリンピック

の学校連携観戦は、スポーツや国際理解、伝

統文化の学習の集大成として、子どもたちに

とって大きな学びにつながったとものと捉

えています。中でも障害者理解教育は、パラ

リンピック観戦との関連が強く、観戦を通し

て障害者スポーツへの興味・関心を高めた児

童・生徒も多くいました。 

 今後は、アスリートとの交流を引き続き進

めるとともに、社会福祉協議会と連携した体

験事業の一層の充実を図り、障害があっても

社会で活躍する障害当事者の方との交流活

動を通じて、児童・生徒が学びを深めること

ができるよう、学校をサポートしていきま

す。 

 スポーツがしたくでもできない人や、障害

があってそれを克服できない人もいる。そう

した人たちのことも思いやることができる

ような取組がこれから必要となってくる。今

回のパラリンピック観戦の経験を子どもた

ち一人ひとりがどのように活かしていくか

を大事にしながら、障害者理解教育を進めて

いってほしい。 

 障害者理解教育では、アスリートとの交流

だけでなく、その他の障害当事者との交流活

動も実施しています。今後も、学習を通して、

様々な障害を理解することや、思いやりの気

持ちをもって生活していくことの大切さを

学べるようにしていきます。また、令和 4年

度から使用する障害者理解教育推進教材に

は、東京 2020 大会やパラリンピック観戦の

内容を新たに加えています。今後は、改訂し

た教材も障害者理解教育の中で効果的に活

用し、パラリンピック観戦の経験を、児童・

生徒一人ひとりが学びに活かすことができ

るようにしていきます。 

 障害がある方が活躍できるかは本人だけ

の問題だけではなく、その周囲がどれだけ活

躍の機会を与えたり、どれほど合理的な配慮

をできるか等が大きく影響するため、社会側

の責任は大きい。このことを念頭に置いて、

今後も引き続き、区の他部署や地域と連携し

ながら、障害者理解教育を進めていってほし

い。 

 各校が進める障害者理解教育では、障害者

を支える地域の様々な仕組みや施設等につ

いての学習、障害当事者との交流を通して周

囲の支えの大切さについて学ぶ活動も行わ

れています。 

 障害者理解教育では、そうした社会全体の

配慮の重要性を学ぶことは大切な視点であ

ると捉えていることから、今後も、各校の優 
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 れた取組の共有を図るとともに、他部署や

地域と連携した活動の充実に努めていきま

す。 

23 スポーツへの関心と体力の向上 

 スポーツギネス新宿や体育指導リーフレ

ット等、体力向上への取組が進んでいる。

学校の校舎の壁面に走り高跳びの実際の高

さを示すシルエットシールがあったが、世

界的な記録があのような形で子どもたちの

身近に存在していることは、スポーツへの

興味関心を高めるよい機会となっている。 

 現在も各校の壁面には、陸上競技の世界

記録や躍動感のある競技動作がシルエット

シールとして貼付されており、児童・生徒

が日常的に目にすることができるようにな

っています。シルエットシールで紹介され

ている競技には、体育の授業で行われてい

るものも多くあり、アスリートの偉大な記

録や迫力あるイラストは、児童・生徒のス

ポーツに対する関心を高める機会となって

います。今後も、本区の体力向上の取組を

一層推進していきます。 

 

 

（３）いじめ等の防止と不登校児童・生徒への支援（取組の方向性 18） 

  51  いじめ防止対策の推進 

  52  不登校児童・生徒への支援 

  26  スクールカウンセラーの配置 

  53  教育相談体制の充実 

  54  児童・生徒理解を進める研修の実施 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

52 不登校児童・生徒への支援 

 不登校は難しい問題である。うまく他人と

関われないからこそ、オンラインであれば生

きる道があるという方もいるので、無理強い

をしなくても、その子に合ったやり方で学ぶ

という方向性も、これからはきっと認められ

てくる時代になると思う。そうなると、タブ

レット端末をどのように活用していくのか

が肝要である。 

 不登校児童・生徒については、自宅でタブ

レット端末を使い、オンライン等で他者とつ

ながる機会を作りました。今後、オンライン

を用いた支援を行っていく際には、欠席が続

いている児童・生徒の状況が一人ひとり異な

ることから、児童・生徒本人の意向や状況を

踏まえて取り組んでいきます。 

 また、多様な教育機会の確保という視点か

ら、つくし教室と連携したタブレット端末の

活用等、オンラインを活用した支援の様々な

可能性を検討していきます。 

 不登校の傾向にある児童・生徒には、貧困

や低学力、学校との不適合等様々な理由があ

る。たとえ不登校であっても、何らかのセー 

 スクール・ソーシャルワーカーに対する研

修の中でも、貧困によって学校に行くことが

できないという事例検討を扱っていますが、 
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フティーネットに引っかかる、接点が維持さ

れることが重要である。ここなら通えるとい

う場所があれば、そこの良さを学校に持ち込

むことで、学校自体がより魅力のある場所に

なっていければと思う。 

貧困により困窮している家庭への支援につ

いては、今後も支援につながる助言等が行え

るよう、スーパーバイズ等の研修を充実させ

ていきます。 

 また、令和 3年度に設置した多様な教育機

会検討委員会でフリースクール等の民間施

設の取組を共有し、協議するなど、魅力ある

居場所づくりについて、今後も研究していき

ます。 

 不登校児童・生徒の受け皿が地域にあれば

と思う。これまでも、学校には行けないが、

ボーイスカウトや地域の活動に熱心に参加

する子どもたちはいた。地域の色々な方が手

を差し伸べられるような取組を、教育委員会

だけではなく、区全体で進めることができれ

ばよいと思う。 

 教育委員会では、子どもの貧困対策やヤン

グケアラー等の諸課題については、子ども家

庭部と連携しながら取組を進めています。 

 ご指摘の地域の受け皿の確保という視点

においても、他部署との連携を一層進めてい

きます。 

 

 

（４）特別支援教育の推進（取組の方向性 19） 

  55  特別支援教育の推進 

  56  学校に対する巡回指導・相談体制の充実 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

55 特別支援教育の推進 

 特別支援指導員の人数は年々増加しなけ

ればならないと感じている。と同時に、各校

の一人ひとりに応じた人数の配置は難しい

と思うので、学生ボランティアと連携しなが

ら取り組んでいくのがよいのではないか。学

生ボランティアが担任教諭の指導や授業を

学びながら、途中のプロセスを一つでもサポ

ートできれば、担任教諭の負担は減少すると

思う。そして、先生方が研修等を通じて、学

生ボランティアと良好な関わり方をしてい

けば、特別支援教育が一層充実してくるので

はないか。 

 学生ボランティアについては、協定を結ん

でいる大学から毎年度派遣していただいて

います。各校からの要請を基に配置していま

すが、年度によってボランティアの参加人数

に変動があることから、その活用は各校で工

夫して行っていただいているところです。 

 今後、学生ボランティアの活用についての

好事例を収集し、特別支援教育コーディネー

ターの研修会等において周知していくなど、

特別支援教育における学生ボランティアと

の連携を進めていきます。 
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（５）外国籍等の子どもや保護者への日本語サポート体制の充実（取組の方向性 20） 

  57  日本語サポート指導 

  58  外国籍等の子どもや保護者への教育支援等 

  59  外国籍の子どもへの就学支援 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

57 日本語サポート指導 

 ある自治体では、多文化共生学習会を開催

し、日本語指導をサポートするボランティア

を養成しており、その講座を修了した方は、

子どもたちのサポートチームとして様々な

場面で活躍している。新宿区も、地域の方々

の力を借りて、地域連携プラットフォームの

ひとつとして、地域における外国籍の子ども

を支援していくという方法もあるのではな

いか。学校だけでは見えなかった生活のこと

等が見えてくれば、そこで福祉との関係がで

きたり、様々な広がりができて、区の子ども

たちを多面的にサポートすることができる

と思う。 

 現在、放課後に支援員が教科指導を行う日

本語学習支援事業では、外国籍の子どもたち

の学校生活を手助けしたいという地域の

方々等が、養成講座を受講し、ボランティア

の支援員として教科指導を行っています。 

 今後も子どもたちへの学習支援活動に意

欲のある地域の方々等に協力をいただきな

がら、引き続き日本語指導に取り組んでいき

ます。 

 日本語の習得状況に応じたサポートが確

立されており、進学希望の外国籍の中学生の

高校への進学率 100％も納得である。区立小

学校に授業を見に行くことがあるが、協働学

習が盛んで、５・６年生にもなると、日本人

の児童よりも、外国籍の児童のほうが活躍し

ている状況も見られるほど、日本語がうまく

なっている。対話的な深い学びにも参加でき

るような日本語能力を身に付けているとい

うことは、教育委員会が継続的にノウハウを

積み重ねて、指導の在り方を改善してきて結

果であると思う。 

 外国等から編入学した児童・生徒等につい

ては、日本語の習得状況に応じた日本語サポ

ート指導により日本語の定着を図り、学習内

容の理解を深め、円滑な学校生活が送れるよ

う支援していきます。 

 また、日常会話に不自由しない外国籍等の

児童・生徒においても、学年相当の学習言語

が不足している場合には、教科指導や受験対

策を行い、進学を支援していきます。 

59 外国籍の子どもへの就学支援 

 中には国を持たない民族の方々もいる。先

生たちは、外国籍の子どもたちの様々な想い

をどうやって理解するか、教員自身が研修を

受けることも考えていかなければならない。

新宿区の特性をよく理解した上で、その子ど 

 外国にルーツをもつ児童・生徒に対する理

解や、教育活動上で必要な配慮等の重要性に

ついては、初任者研修等の中で取り上げてい

ます。今後も、外国にルーツをもつ児童・生

徒が多く在籍している新宿区の特性を踏ま

え、教員に対する研修の充実を図っていきま 
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もたちに手を差し伸べるとことの大切さを

理解してもらう機会があるとより良いので

はないか。 

す。また、研修を受けた教員が自校で他の

教員へ伝達するなど、児童・生徒への理解

につながる取組を進めていきます。 

 就学状況アンケートは、それ自体が一つ

のアプローチとなっており、良い取組であ

る。外国人コミュニティのキーパーソンと

うまく連携しながら外国籍の子どもへの就

学支援を進めることが重要である。言語的

な面でも、翻訳の技術もかなり良くなって

きているので、うまく活用できる場面もあ

るかと思う。外国籍の子どもの就学におけ

る諸々の課題は、子どもの貧困やヤングケ

アラーの問題と重なっていることが多い。

福祉部局等の様々な機関との連携により、

取組を進めていってほしい。 

 就学状況の把握については、調査アンケ

ート自体が外国籍保護者や子どもたちにと

って日本の教育制度の周知や就学のきっか

けになるよう、工夫して実施しています。

今後も、多文化共生推進課と連携し、外国

人コミュニティや外国人学校等の協力を得

ながら調査を進めていきます。また、調査

結果については、必要な支援に結びつけら

れるよう、子ども家庭部等とも情報共有し

ていきます。 
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＜その他の事業について＞ 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

8 サイエンスプログラムの推進 

 大学との連携による取組を今後とも是非継

続していただきたい。 

 令和 4年度も、全区立中学校で早稲田大学

との連携によるＳＰＰ（サイエンス・パート

ナーシップ・プログラム）を実施する予定で、

夏季に事前の教員研修を実施したところで

す。今後も引き続き事業を実施し、自然科学

に対する生徒の興味・関心を高めていきま

す。 

20 体験的な活動の推進 

21 移動教室等における自然体験活動の実 

 施 

 コロナ禍においては体験的な活動や宿泊を

伴う自然体験活動はどうしても制約を受け

ざるを得ないが、代替実施、代替行事、代替

動画等できるところを模索して実施した意

味は大きい。今後もコロナ感染症対策を徹底

して子どもたちの教育の歩みを止めないよ

う力を尽くしていただきたい。 

 令和 4年度は新型コロナウイルス感染症対

策を徹底の上、社会奉仕体験、交流体験、文

化体験、美術鑑賞等を実施しています。 

また、令和 4年度の宿泊行事については、検

温・消毒をはじめ、出発前に参加者（引率者を

含む）全員を対象としたＰＣＲ検査を実施するな

ど、新型コロナウイルスへの感染予防対策を徹

底し、可能な限り実施しています。 

今後も、感染対策を十分に講じながら、児

童・生徒が安全・安心に参加できるよう努め

ていきます。 

29 就学前教育合同研修等の充実 

31 保・幼・子・小合同会議の実施 

32 入学前プログラムの実施 

 就学前教育の充実の取組は、コロナ禍によ

り十分に実施することはできなかったとあ

るが、今後も子ども家庭部と連携してさらに

充実させていただきたい。 

 令和 3年度は新型コロナウイルス感染症の

影響により、就学前教育合同研修を対面で実

施することができないこともありました。ま

た、保・幼・子・小合同会議についても、感

染が拡大している時期に開催を予定してい

た園や学校は実施時期を変更するなどの対

応を取りました。令和 4年度は感染状況を踏

まえながら、オンライン等も活用し、できる

限り研修や会議を開催することで、就学前教

育の充実につなげていきます。 

 また、令和 3年度は予定していた入学前プ

ログラムは実施できませんでしたが、代わり

に入学予定の子ども向けに各校のホームペ

ージに学校紹介動画を掲載したり、保護者向

けに子育てのヒントを楽しく伝える家庭教

育ワークシートの活用動画を周知するなど

の工夫をしました。 
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 今後も学校との打合せを丁寧に行い、各校

の実情や特色を活かしたプログラムをつく

ることで、入学前の不安を楽しみに変え、円

滑な入学を支援できるよう努めていきます。 

34 地域協働学校の充実 

 新型コロナウイルス感染症対策により子ど

もたちとの交流活動は十分ではなかったが、

様々な工夫により可能な範囲内で活動を行

っている。学校の第三者評価の担当として地

域協働学校の会合にも参加しているが、当初

より地域協働学校の活動が定着してきてい

ると感じている。 

 新型コロナウイルス感染症の影響により

地域協働学校における行事の実施が難しい

中、四谷地区小中連携型地域協働学校につい

ては、感染対策を徹底した上で、四谷中学校

生徒会の主導で区域内の小学校3校のオンラ

イン参加による記念事業を実施しました。引

続き、地域ぐるみで子どもの一貫した成長を

支えるとともに、ＩＣＴも活用し、互いの顔

が見える関係を強化することにより、今後の

地域社会を担う人材の育成へとつなげてい

きます。 

42 区民の視点からの図書館サービスのあ 

 り方検討 

43 新中央図書館等の建設 

 区民全体の教育資源としての図書館がサー

ビスに努めていることがわかる。新中央図書

館の建設について外国の方も障害のある方

もすべての区民の知の拠点となるよう検討

を進めていただきたい。 

 新中央図書館の建設については、引き続き

「新宿区公共施設等総合管理計画」に基づく

区有施設マネジメントや社会経済状況、ＩＣ

Ｔの急速な進展等を見据えて検討していきま

す。 

 また、新型コロナウイルス感染症の拡大に

伴い、来館しなくても資料が提供できる電子

書籍貸出サービスへの需要が高まっているこ

とから、現在、電子書籍を活用して外国の方

や障害のある方を含めたすべての区民へのサ

ービスを充実するよう、導入への検討を進め

ています。 

 今後も新宿区立図書館がすべての方にとっ

てご利用いただきやすい「区民にやさしい知

の拠点」となるよう努めていきます。 

50 学校防災対策の充実 

 天候の急変による災害にも対応できるよ

う、子ども自身が自らの命を守る方策を身に

付けることが必要である。また、前例のない

災害に対しても教職員が適切に対応するこ

とができるよう、学区域等のハザードマップ

を再点検するなど、学校が置かれた状況を踏

まえた理解と対応策の見直しをされたい。 

 地震や風水害等の災害時において、子ども

たちが自らの命を守るための行動を取るこ

とができるよう、各校・園では学校安全計画

を定めて、意図的・計画的に「災害安全」に

関する学習を進めています。また、小学校で

は、防犯、防災、交通安全の視点を踏まえた

「地域安全マップ」を作成しており、この取

組を通じて、学区域等のハザードマップにつ
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いても確認をしています。 

 また、令和 3年度から、災害等の事前対策

や災害等発生時の適切な対処等についてま

とめた「新宿区立学校危機管理マニュアル」

について、いざという時に教員が手に取りや

すく、また平常時であっても校内研修等に活

用しやすいものとなるよう、全面的な改定を

進めています。 

69 教員の働き方の意識改革等 

 新宿区では早くから働き方改革への取組を

きめ細かく行っており、課題も明確になって

いる。なかなか改善を図ることが難しい面も

あるが、引き続き取組を進めていただきた

い。 

 引き続き、学校管理職が中心となって教員

の働き方改革を進めることができるよう、研

修会等を実施して、教員の勤務環境の改善・

働き方改革に対する学校管理職の意識を向

上させていきます。 

 また、タイムレコーダーの集計結果等を踏

まえ、長時間勤務の状態にある教員への指導

方法について助言を行うなど、課題のある学

校に対する具体的な支援を進めていきます。 

74 通学区域、学校選択制度、学校の適正規 

 模及び適正配置の適切な運営 

 教室数の確保や教室の面積等についても、

区全体としての見通しをもって計画を進め

てほしい。 

 住民基本台帳や新宿自治創造研究所の人

口実績や人口推計を基に、地域の大規模開発

計画等も加味しながら、今後 5年間の学校別

児童・生徒数を推計しています。その推計を

基に普通教室の不足が見込まれる学校につ

いては、計画的に内部改修工事等を行い、普

通教室等の整備と確保に努めていきます。 

 



64 

 

＜総括的な意見＞ 

 

● 浅田 学 氏 

 昨年度もコロナの影響を受け状況が悪い中、それぞれの事業で、教育委員会がサポー

トしながら、できることを工夫しながらやるということで、学校もそれに応じて頑張っ

てきたと思う。ただ、一つ心配しているのは、せっかく地域協働学校として活発に動い

ていこうとしたときにコロナ禍になってしまったということである。私も地域協働学校

運営協議会の方の話を聞く機会があるが、彼らは学校に手を差し伸べたいという気持ち

があるものの、それができない状況であることを非常に残念に感じている。 

 また、子どもたち、特に高学年の子は、外での活動を楽しみにしていると思う。学業

以外の分野でやりたかったことがなかなかできず、ストレスが溜まっている状況がある。

地域の方々の手を借りつつ、学校の教育活動が元に戻ってくれば、保護者も学校のこと

をより理解できるようになるし、手が空けば色々なことに参加してくれて、地域や保護

者も一体となった教育ができることと思います。ぜひ、学校も教育委員会のサポートを

受けながら、引き続き頑張ってもらえたらと思う。 

 

● 藤井 千惠子 氏 

 教育委員会事務局各課が子どもたちのために色々と取り組んでいることが改めて分

かった。いま、主体的・対話的で深い学びや、ＩＣＴ、タブレット端末の活用等、色々

な課題がある中で、地球規模の課題としては、温暖化や異常気象、そして新型コロナウ

イルス感染症が猛威をふるっている。まさに予測不可能な時代であり、人間の力だけで

は太刀打ちできない時代になった。今の子どもたちが 20 年後、30 年後に社会を引っ張

っていく人になる時に、真に力を発揮できるような大人になるよう、子どもたちを育て

なければならない。一人ひとりの子どもが課題意識をもって、取り組もうとしているか、

教員が厳しい目で見ていないと、これからの時代を生きていくことはできない。形の上

ではうまくやっているように見えても、本当にそうなのか、よく見る必要があると思う。

本当の意味での主体的・対話的で深い学びの授業改善とは何かという根本に立ち返り、

先生たちが切磋琢磨して学ぶような場が必要であるとの視点に立つと、学力調査の経年

変化の分析や、デジタルドリル等の取組も本当に素晴らしいことではある。その上で、

目に見える学力と目に見えない学力というものがある中で、後者をどうやって伸ばして

いくかをもう一度考えながら、色々な事業を進めていってほしい。 

 また、新宿区は大学の数が多い。大学との連携も視野に入れて、地域協働学校の中に



65 

 

大学の先生も加えていくなど、プラットフォームを広げていくことは、教育委員会しか

できないと思う。全体的によく取り組まれていると思うので、今後はさらにその上を追

求しながら、次のステップに進んでいってほしい。 

 

● 仲田 康一 氏 

 生活困窮者の学習支援事業に関わっている人の話を聞くと、無料であることが大事だ

と言う。何故かと聞くと、無料だから来やすいということもあるが、無料で運営するた

めには、税収を確保して運営してくれる人たちがいて、さらにその背後には県民、市民

がいて、皆から理解が得られなければ、無料の学習支援なんてできないのだから、それ

が出来ているということは、貧困家庭の子どもたちの学びを皆が支えようとしている証

拠なのだ、とのことであった。教育委員会が色々な事業に取り組み、説明を尽くして予

算を得て、これだけのことを達成していることは、とりもなおさず区民の思いがある。

敬意を表するとともに、引き続き、様々な人々のニーズに寄り添ってほしい。 

 議会対応等では数字が大事になってくる一方で、よく教育学では、大事なものだから

測っているのか、測れるものだから大事にしているのかという問いを突き付けられるこ

とがあるが、テストの点数だけではなく、物事を解決するための考え方やプロセス、新

しいことに挑戦しようとする意欲といった、見えない部分にどう魂がこもっていくのか

が大事で、数字や形合わせだけが先行してしまうと、元も子もないことである。教育委

員会には、ぜひ学校の中にどのようにして魂を込めていけるかという観点から、学校の

取組を支えていってほしい。 

 新宿区には、他の市区町村にはない課題が多々あると思うが、言い換えれば、他の自

治体にとっては先進的な課題に取り組んでいるということでもある。それらもいつかは

他にも波及していく課題だと考えれば、先導的なモデルを作っていけるのもまた新宿区

だと思うので、そのことに誇りを持って、今後の取組も、引き続き頑張っていただきた

い。 
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＜まとめ＞ 

 ～総括的な意見を踏まえた取組の方向性と教育ビジョンの推進に向けて～ 

 

○ 令和4年度の点検及び評価では、教育ビジョンに掲げる全ての個別事業につい

て、令和3年度の取組の進捗状況や成果を総括するとともに、子ども一人ひとり

の学びの保証や、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした

教育の推進、いじめ等の防止と不登校児童・生徒への支援、特別支援教育の推

進、外国籍等の子どもや保護者への日本語サポート体制の充実等の重要課題につ

いて、学識経験者からの意見をいただきました。新型コロナウイルス感染症の影

響により取組内容を変更した事業等もありましたが、個別事業全体では概ね目標

を達成しており、新宿区が目指す教育の実現に向け、それぞれの個別事業に着実

に取り組んできたものと考えています。 

 

○ 新宿区版ＧＩＧＡスクール構想に基づき、令和3年度から学校の教育活動にお

いて具体的な活用を開始した児童・生徒1人1台のタブレット端末については、活

用することが学習上特に効果的な教科や単元、子どもたちの関心を高めるのに有

効な場面等、各校がこれまでの間に得た知見を学校間で共有し、一層質の高い学

びに繋げていく段階にあります。 

  タブレット端末を効果的に活用することで、習熟度に応じた個別最適化された

学びや協働学習による深い学びを実現できるよう、引き続き、研修等を通じた教

員の指導力の向上や、教育課題研究校での成果の共有等に取り組んでいきます。

また、感染症等による臨時休業等の際には、児童・生徒と教員との通信手段や遠

隔授業の実施等、学習機会の確保のために活用していきます。 

 

 〇 障害のある児童・生徒をはじめ、不登校や外国籍の児童・生徒等への支援につい

ても、これまで以上に柔軟かつ充実した対応が求められています。医療的ケアを必

要とする児童・生徒への支援については、令和 3年 10 月に取りまとめた「学校に

おける医療的ケアの実施にあたっての基本的考え方」に基づき、各校における医療

的ケアの実施体制を整備するとともに、学校管理職や主治医、学校看護師等の役割

分担を明確にし、安全かつ適切に対応していきます。 

   この他、不登校の子どもの教育機会の拡充や外国籍の子どもの就学支援等の喫緊
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の課題にも丁寧に取り組むとともに、こうした教育支援についても、タブレット端

末を始めとするＩＣＴを有効に活用し、個々の特性に応じた支援を行うなど、子ど

もたちを誰一人取り残すことのない、きめ細かな取組を進めていきます。 

 

○ 本報告書における評価や学識経験者の知見を活かし、教育ビジョンの推進に向

けて工夫や改善を図るとともに、直面する様々な課題に迅速かつ適切に対応してい

きます。 

  特に、新型コロナウイルス感染症への対応については、手指消毒や定期的な換気

等の基本的な感染対策を徹底するとともに、学校行事等の場面では、人数制限や施

設状況に合わせた人の入れ替え、動線の工夫等を講じるなど、安全に教育活動を展

開するために各学校・園が積み重ねてきた様々なノウハウや知見を活かし、できる

限り通常の教育活動を行うことができるよう努めていきます。 

  今後も、次代を担う子どもたちが地域や社会とのつながりの中でのびのびと健

やかに成長していけるよう、新宿区の教育の一層の充実を図っていきます。 
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